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施策No安心安全の消費生活 01‐10
内線

産業経済部産業振興課
黒川重夫 445

指標に関する説明

 区民等の消費生活に関する相談や情報提供、啓発活動を行うことにより、区民の消費生活の安定
と向上を図る。

○　消費者にも自己責任が求められる現在、悪質商法や架空請求等に関する区民への啓発はま
　すます重要となっており、消費者講座の一層の充実を図る必要がある。
○　特に、出前講座については、高齢者や若者の被害防止に重点を置き、関係者等との連携を
　図りながら啓発を行っていく必要がある。

○ 社会経済情勢の変化や消費者のニーズを踏まえ、消費者講座の内容や実施方法について検
  討する。
○ 出前講座などで福祉関係部署と連携し、高齢者被害防止ネットワークづくりをさらに強化
 する。
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消費者講座参加率

生活展来場者数

73.3%

523人

相談件数

あっ旋解決件数

2,588

46

 

施策の優先度 優先度についての説明・意見等

関連部課名

550人

1,388 1,200 1,000

500人

103

Ａ
  区民の消費生活の安定と向上を図ることは重要な課題であり、消
費生活に関する相談や情報提供、啓発活動を行う当該施策の優先度
は極めて高い。
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定員に対する参加者の割合
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6,925 6,278合　計

Ｃ

Ｃ

消費者団体の発表と一般消費者
への啓発の場を確保することが
できる。

「特別区における東京都の事務
処理の特例に関する条例」に基
づく事務である。
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平成17年度
事務事業No

04-01-07

消費者活動支援事業

消費者相談事業 04-01-04

計量法に基づく事前調査 04-01-06

電気用品の販売に関する
事務

04-01-05

04-01-03

施策を構成する事務事業の優先度

消費生活展

消費者啓発事業

家庭用品の品質表示に関
する検査事務

事務事業名
決算額（千円）

「特別区における東京都の事務
処理の特例に関する条例」に基
づく事務である。

Ｃ

04-01-02

優先度についての説明・意見等
施策推進の
ための優先

度

消費者の安全・安心の確保や自
立の支援、消費者トラブル等に
対する啓発活動の場として実施
する当該事業の優先度は高い。

消費者団体の自主的・主体的な
活動を支援する。

19104-01-01

平成16年度

0 24 Ｃ 計量法に基づく事務である。

5,571 Ａ

消費生活の安定と向上のため、
消費者問題への対応や解決、消
費者啓発を図る当該事業の優先
度は高い。


